
様式第１号の２ （用紙Ａ４）

（測量、建設コンサルタント等業者）

年 月 日

　　宇　部　市　長　　様

申請者 住所

商号又は名称

代表者職氏名

測量業者 第 号 年 月 日登録

建設コンサルタント 第 号 年 月 日登録

建築士事務所 第 号 年 月 日登録

土地家屋調査士 第 号 年 月 日登録

　　貴市（水道局を含む。）所管に係る測量、建設コンサルタント等の競争入札参加資格の

　審査を関係書類を添えて申請します。

　　なお、この申請書及び添付書類の全ての記載事項は、事実と相違ないこと及び市から確認書

　類の提示等の要請があった場合はいつでも応じることを誓約します。

不動産鑑定業者

日登録

競争入札参加資格審査申請書

日登録

号
登録を受け

ている事業

地質調査業者

補償コンサルタント

号

※指定されている場合のみ

第

号

月年

月年第

第

法人番号

月年

日登録
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様式第２号の２ （用紙Ａ４）

（測量、建設コンサルタント等業者）

　１　主たる営業所

－

－ －

－ －

　２　受任者の勤務する営業所（市外業者で権限を委任する場合のみ記入すること。）

－

－ －

－ －

　３　宇部市内の営業所（市外業者のみ記入すること。）

（有…１）

入札参加資格審査申請総括表

フリガナ

商号又は名称

代表者役職名

フリガナ

代表者氏名

ﾌｧｯｸｽ番号

郵便番号

所在地

受任者役職名

電話番号

フリガナ

営業所名

ﾌｧｯｸｽ番号

フリガナ

※登記等に基づき正確に記入してください。

受任者氏名

郵便番号

電話番号

※所在地番等を正確に記入してください。
所在地

メールアドレス

メールアドレス
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　４　入札申請業種（有…１） 　５　営業年数（年）

1 測量 　６　従業員数（人）

2 建築関係建設コンサルタント

3 土木関係建設コンサルタント

4 地質調査

5 補償コンサルタント

　７　登録（有…１）

　８　受託希望（有…１）

直前第２期 直前第１期
事業種別

申請 年間実績額（千円）

業種

鉄
道

農
業
土
木

水
産
土
木

建
設
環
境

機
械

電
気
電
子

地
質

鋼
構
造
及
び
コ
ン
ク
リ
ー

ト

上
水
道
及
び
工
業
用
水
道

下
水
道

補償コンサルタント

河
川
・
砂
防
及
び
海
岸
・
海
洋

土
地
調
査

事
業
損
失

土
地
調
査

都
市
計
画
及
び
地
方
計
画

港
湾
及
び
空
港

電
力
土
木

道
路

土
地
評
価

物
件

機
械
工
作
物

営
業
補
償
・
特
殊
補
償

補
償
関
連

構
造
設
計

登
記
手
続

補
償
関
連

不
動
産
鑑
定

営
業
補
償
・
特
殊
補
償

うち
宇部市民

廃
棄
物

ト
ン
ネ
ル

建
築
一
般

設
備
設
計

建築コンサルタント補償コンサルタント

物
件

機
械
工
作
物

事
業
損
失

総
合
補
償

土
地
評
価

総
合
補
償

森
林
土
木

造
園

土木関係建設コンサルタント

土
質
及
び
基
礎

施
工
計
画
・
施
工
設
備
及
び
積
算

全従業員
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　９　有資格者（人）

不
動
産
鑑
定
士
補

土
地
家
屋
調
査
士

司
法
書
士

測
量
士

１
級
建
築
士

構
造
設
計
１
級
建
築
士

設
備
設
計
１
級
建
築
士

測
量
士
補

不
動
産
鑑
定
士

建
築
設
備
士

建
築
積
算
士

１
級
土
木
施
工
管
理
技
士

技術士

２
級
建
築
士

情
報
工
学
部
門

衛
生
工
学
部
門

機
械
部
門

電
気
電
子
部
門

水
産
部
門

農
業
部
門

上下水
建設部門

環
境
部
門

応
用
理
学
部
門

森
林
部
門

申請事務担当者 電話番号

記入要領

１　１、２中メールアドレスについては、今後、契約監理課から通知をする際の送付先として登録するので、

　誤記入の無いようにするとともに、電子入札システムに登録がある場合は、同じアドレスを記入すること。

２　４中「年間実績額（千円）」欄については、入札申請事業について申請日前に決算の確定した直前２期分の

　財務諸表からそれぞれ消費税及び地方消費税抜きの実績額（端数切捨て）を記入すること。

　　年間実績額が無い場合は「０」を、申請日現在では当該事業を営業しているが、直前第２期又は直前第１期

　においては営業していなかった場合は「－」を記入すること。

３　５については、入札を申請する事業のうち一番古くから営業を行っている事業の営業年数を記入すること。

　　なお、営業年数は、営業開始の日から申請日までの期間（休業等の期間を除く。）に係る年数（年に満たな

　い端数は切り捨てる。）を記入すること。

４　６については、申請日時点の従業員数（期間を定めないで常時雇用されている者の人数）を記入すること。

　　また、宇部市民とは、申請日時点において住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第７条の規定により

　宇部市の住民基本台帳に記録されている者をいう。

５　７については、土木関係建設コンサルタント又は補償コンサルタントの入札参加資格審査の申請を行った者

　が、建設コンサルタント登録規程（昭和５２年建設省告示第７１７号）又は補償コンサルタント登録規程（昭

　和５９年建設省告示第１３４１号）による登録を受けている場合に、その登録部門に記入すること。

６　８については、補償コンサルタント又は建築関係建設コンサルタントの入札参加資格審査の申請を行った者

　が、当該申請事業のいずれかの部門に記入すること。

７　９については、申請日における常勤の職員のうち、該当する資格を有する者の人数を記入すること。

　　１人で２以上の資格を有している者がある場合は、重複して記入すること。ただし、１・２級、士・士補の

　資格を有している場合は、上位のもののみを記入すること。

　　ＲＣＣＭは、試験に合格し、かつ、登録を受けている者のみ記入すること。

道部門

都
市
及
び
地
方
計
画

電
力
土
木

電
力
土
木

道
路

鉄
道

港
湾
及
び
空
港

建
設
環
境

ト
ン
ネ
ル

地
質

土
質
及
び
基
礎

下
水
道

森
林
土
木

機
械

施
工
計
画
、

施
工
設
備
及
び
積
算

水
産
土
木

河
川
、

砂
防
及
び
海
岸
・
海
洋

情
報
工
学
部
門

河
川
、

砂
防
及
び
海
岸
・
海
洋

建
設
環
境

鋼
構
造
及
び
コ
ン
ク
リ
ー

ト

衛
生
工
学
部
門

施
工
計
画
、

施
工
設
備
及
び
積
算

鉄
道

上
水
道
及
び
工
業
用
水
道

土
質
及
び
基
礎

機
械
部
門

港
湾
及
び
空
港

電
気
電
子
部
門

水
産
部
門

造
園

都
市
計
画
及
び
地
方
計
画

農
業
部
門

鋼
構
造
及
び
コ
ン
ク
リ
ー

ト

建設部門

道
路

環
境
部
門

建
設
情
報

ＲＣＣＭ

応
用
理
学
部
門

上
水
道
及
び
工
業
用
水
道

下
水
道

農
業
土
木

廃
棄
物

森
林
部
門

電
気
電
子

ト
ン
ネ
ル
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様式第３号 （用紙Ａ４）

年 月 日

　宇　部　市　長　　様

住所

商号又は名称

代表者職氏名

　代理人 住所

商号又は名称

職氏名

１　入札及び見積書の提出に関する件

２　契約締結に関する件

３　請負代金及び前払金の請求受領に関する件

４　その他契約の履行に関する一切の件

５　復代理人の選任に関する件

記

　私は、次の者を代理人と定め、下記の権限を委任します。

委　任　状
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様式第４号 （用紙Ａ４）

年 月 日

　宇　部　市　長　　様

申請者 住所

氏名

誓約します。

成年被後見人等に該当しない旨の誓約書

　私は、成年被後見人、被保佐人又は破産者で復権を得ないもののいずれにも該当しないことを
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様式第５号の２ （用紙Ａ４）

（測量、建設コンサルタント等業者）

公共測量等の種類 業務

年

月

年 月 日 年 月 日

年

月

年 月 日 年 月 日

年

月

年 月 日 年 月 日

年

月

年 月 日 年 月 日

年

月

年 月 日 年 月 日

年

月

年 月 日 年 月 日

年

月

年 月 日 年 月 日

年

月

年 月 日 年 月 日

２　申請日時点で在籍する常時雇用している技術者について記入すること。

５　「実務経歴」欄は、申請する公共測量等に従事した経歴を記入すること。

６　「経験年月数」欄は、申請する公共測量等に従事した経験年月数を記入すること。

４　「法令による免許等」欄は、公共測量等に関し当該技術者が有する資格について詳細に記入すること。

記入要領

１　技術者は、公共測量等の種類ごとに区分し、各区分ごとに別葉とすること。

３　「最終学校名」欄は、公共測量等に関するもののみについて記入すること。

技術者経歴書

氏名

最 終 学 校 名

実務経歴
専 攻 学 科 名 経験

法 令 に よ る 免 許 等 年月数

生年月日 取 得 年 月 日
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様式第７号 （用紙Ａ４）

年 月 日

申請者 住所

商号又は名称

代表者職氏名

１　資本関係に関する事項

　(1) 親会社の有無 （ 有 ・ 無 ）

　(2) 子会社の有無 （ 有 ・ 無 ）

　(3) (1)に記載した親会社の他の子会社の有無 （ 有 ・ 無 ）

２　人的関係に関する事項

　　役員等の兼任の有無 （ 有 ・ 無 ）

　　中の会社である場合を除いて記載すること。

親会社の商号又は名称 所在地

資本関係・人的関係に関する調書

子会社の商号又は名称 所在地

兼任先及び兼任先での役職等

子会社の商号又は名称 所在地

当社の役員等

役職 氏名 商号又は名称 所在地 役職

　５　人的関係に関する事項については、会社の一方が会社更生法第２条第７項に規定する更生会社又は民事再生法第

　　２条第４号に規定する再生手続が存続中である場合は、当該会社の管財人を現に兼ねている場合のみ記載すること。

　記入要領

　１　「親会社」とは、会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第４号及び会社法施行規則（平成１８年法務省令第

　　１２号）第３条の規定による親会社をいう。

　２　「子会社」とは、会社法第２条第３号及び会社法施行規則第３条の規定による子会社をいう。

　３　「役員等」とは、代表取締役、取締役（社外取締役を含む。）及び執行役（代表執行役を含む。）並びに会社更

　　生又は民事再生の手続が存続中である会社の管財人をいう。監査役及び執行役員は、役員等に含まない。

　４　資本関係に関する事項については、子会社又は子会社の一方が会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第２条

　　第７項に規定する更生会社又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２条第４号に規定する再生手続が存続
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様式第８号 （用紙Ａ４）

（ ）

－

（ ）

－

（ ）

－

（ ）

－

（ ）

－

（ ）

－

（ ）

－

（ ）

－

（ ）

－

（ ）

－

（ ）

－

（ ）

－

（ ）

－

（ ）

－

（ ）

－

（ ）

－

（ ）

－

計 箇所

記入要領

１　「名称」欄は、本店又は支店若しくは常時建設工事等の請負契約等を締結する事務所の名称を記入すること。

２　「許可を受けている建設業又は登録を受けている事業」欄は、建設業者の場合にあっては、許可を受けている建

　設業のうち当該営業所において営業する建設業の種類ごとに建設業法施行規則（昭和２４年建設省令第１４号）別

　記様式第１号の記載要領の６の表中（　）で示された略号で記入すること。

営業所一覧表

名称
許可を受けている建設業又

は登録を受けている事業　
所在地 電話番号
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様式第９号 （用紙Ａ４）

年 月 日

　　宇　部　市　長　　様

住所

商号又は名称

　実印

代表者職氏名

　　私は、下記の印鑑を宇部市の建設工事等に関する入札、見積り、契約、引渡し及び代金の請

　求・領収の専用印として使用します。

使用印鑑届

専 用 代 表 者 印

専 用 社 印

記
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様式第１０号 （用紙Ａ４）

年 月 日

　宇　部　市　長　　様

申請者

商号又は名称

代表者職氏名

　宇部市建設工事等の請負契約に係る指名停止措置要領別表第２贈賄又は不正行為等に基づく措置基準第８

号から第14号までに該当しないことを誓約します。

　また、入札参加資格取得後においては、同基準第８号から第14号までに該当する行為を行わないことを併

せて誓約します。

（暴力団排除）

８

９

10

11

12

13

14

注

団」という。）、暴力団対策法第２条第６号に規定する者（以下「暴力団員」という。）又は暴力団の構

暴力団排除に関する誓約書

住所

宇部市建設工事等の請負契約に係る指名停止措置要領別表第２贈賄又は不正行為等に基づく措置基準抜粋

　役員等又は有資格業者の経営に事実上参加している者が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法

律（平成３年法律第７７号。以下「暴力団対策法」という。）第２条第２号に規定する団体（以下「暴力

れる会社等と知りながら、下請契約を締結したとき。

成員ではないが、暴力団と関係を持ちながら、その組織の威力を背景として暴力的不法行為等を行う者及

び暴力団に資金や武器を供給するなどして、その組織の維持・運営に協力し、若しくは関与する者（以下

「暴力団準構成員」という。）であるとき。

　役員等が業務に関し、不正に暴力団又は暴力団員及び暴力団準構成員（以下「暴力団関係者」という。

　）を使用したと認められるとき。

　役員等若しくは使用人が、いかなる名義をもってするを問わず、暴力団又は暴力団関係者に対して金銭､

物品その他財産上の利益を不当に与えたと認められるとき。

　役員等が、暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。

　役員等が、暴力団又は暴力団関係者が経営若しくは運営に実質的に関与していると認められる法人、組

合等であることを知りながら、これを利用するなどしていると認められるとき。

　市工事を施工するに当たり、暴力団又は暴力団関係者が経営又は運営に実質的に関与していると認めら

のは「使用している」と、第10号中「使用人」とあるのは「申請者の使用人」と、「与えた」とあるのは「与えてい

る」と、第13号中「締結した」とあるのは「締結している」と、第14号中「した」とあるのは「している」と読み替

えるものとする。

　市工事を施工するに当たり、暴力団又は暴力団関係者が経営又は運営に実質的に関与していると認めら

れる会社等と知りながら、資材・原材料等の購入、機械等の借入れ、又は産業廃棄物処理施設の使用を

したとき。

　申請時においては、第８号から第14号までの規定中「役員等」とあるのは「申請者、申請者の役員及びその支店又

は営業所（常時、建設工事等の請負契約を締結する事務所をいう。）を代表する者」と、第８号中「有資格業者の経

営に事実上参加している者」とあるのは「申請者の経営に事実上参加している者」と、第９号中「使用した」とある
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